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当社連結子会社による株式取得（孫会社化）及び 
インドにおける事業開始に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社連結子会社であるGeniee International Pte., Ltd.

（以下、GI）にて、Adskom India Private Limited（以下、Adskom India）の株式を取得（孫会社化）

することを決議しましたのでお知らせいたします。 

これにより、当社グループは、シンガポール・ベトナム・インドネシア・タイに加え、インドにお

いても事業を開始することとなります。 

なお、本件は適時開示基準には該当せず、任意開示を行うものであります。 

 

 

記 

 

 

１．株式取得の理由 

当社グループは、2012年より海外事業展開に注力しており、シンガポールやベトナム、インドネ

シア、タイに拠点を置き、現地企業様へアドテクノロジーやマーケティングテクノロジーにまつわ

るサービスを提供してまいりました。 

13億人の人口を誇るインドでは、2019年 3月までに全ての村落に高速ブロードバンドを提供する

一大プロジェクト「バーラトネット」が推進されており、急速にインターネットの普及が進んでお

ります。こうした中、インドのデジタル広告市場は、2018年時点の約 1,233億インドルピー（約

1,920億円）から 2020年には約 1,898 億インドルピー（約 2,960億円）へ拡大すると予想されてお

ります。 

当社グループでは、更なるサービス提供エリアの拡大を図る上で、インドを非常に有望な市場と

捉え、現地企業と資本業務提携するなど事業進出の準備を行ってまいりました。この度、当社グル

ープの資本業務提携先であるインドネシアのアドテクノロジー企業 Adskom Pte., Ltd.が保有する

Adskom Indiaの株式を GI が取得（孫会社化）することで、新たにインドでもサービス提供するこ

とを決定いたしました。 

  

 



２．株式を取得する当社連結子会社（GI）の概要 

（1）名称 Geniee International Pte., Ltd. 

（2）所在地 シンガポール共和国 Peck Seah Streer 

（3）代表者の役職・氏名 CEO・工藤 智昭 

（4）事業内容 アドテクノロジー事業 

（5）資本金 3,730千米ドル 

（6）設立年月日 2012年８月31日 

（7）大株主及び持分比率 当社：100.0％ 

 

３. 異動する孫会社（Adskom India）の概要 

（1）名称 Adskom India Private Limited 

（2）所在地 インド New Delhi 

（3）代表者の役職・氏名 CEO・Rajeev Saxena 

（4）事業内容 デジタル広告・マーケティング事業 

（5）資本金 1百万インドルピー 

（6）設立年月日 2016年８月１日 

（7）大株主及び持分比率 Adskom Pte., Ltd.：90％ 

（8）上場会社と当該会社と

の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 特筆すべき取引関係はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

 

４. 株式取得の相手先の概要 

（1）名称 Adskom Pte., Ltd. 

（2）所在地 シンガポール共和国 Cecil Street 

（3）代表者の役職・氏名 CEO・Italo Gani 

（4）事業内容 デジタル広告・マーケティング事業 

（5）資本金 3,002千米ドル 

（6）設立年月日 2013年１月25日 

 

５. 当社連結子会社（GI）における取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（1）異動前の所有株式数 0株（議決権所有割合0％） 

（2）取得株式数 112,500株（議決権所有割合90％） 

（3）異動後の所有株式数 112,500株（議決権所有割合90％） 

（注）取得価額につきましては、株式取得先との協議により非公開としております。なお、取得

価額は公平性・妥当性を確保するため、第三者機関による財務・法務調査結果参考資料等

を基に、取得先と協議したうえで決定しております。 

 

６. 当社連結子会社（GI）における株式取得の日程 

（1）取締役会決議日 2018年９月27日 

（2）契約締結日 2018年10月(予定) 

（3）株式譲渡実行日 2018年10月(予定) 

 

７. 今後の当社業績の見通し 

 本件による、2019年３月期の当社連結業績への影響は、軽微であると見込んでおります。 

以上 


